
 

 

 

年次報告書 
 

 

令和  年  月  日 

 

厚生労働大臣 殿 

 

 

指定研修機関名    ○○法人 ○○病院    

代表者     厚生 太郎       

 

 

 

保健師助産師看護師法第３７条の２第２項第１号に規定する特定行為及び同項 

第４号に規定する特定行為研修に関する省令（平成２７年厚生労働省令第３３号）

第１１条の規定に基づき、年次報告書を提出いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式４ 



様式４ 

記入日：令和   年   月   日  

本報告に関する問合せ窓口 

氏名 

フリガナ  ロウドウ ジロウ 

労働  次郎 

部署名  

電話  －  －  （内線番号）  

e-mail  

 

 

１．指定研修 

機関の名称 

フリガナ 

 

２．指定研修機関番号  

３．所在地 

郵便番号  －  都道府県  

フリガナ 

 

４．電話    －     － ５．FAX    －   － 

６．代表者の 

氏名 

フリガナ 

 

７．講義、演習又は実習を

行う施設及び設備の状況 
＊ 別紙１－１、１－２に記入 

８． 特定行為研修管理委

員会の開催実績 

実施回数    回 

主な議事内容： 

 

（参考）特定行為研修の実施の統括管理 

 特定行為区分ごとの特定行為研修計画の作成 

 ２以上の特定行為区分について特定行為研修を行う場合の特定行

為研修計画の相互間の調整 

 受講者の履修状況の管理及び修了の際の評価  等 

 

 

 

  

問い合わせ窓口 
本様式に関する問合せに対し
て回答できる者を記入する。 

e-mailアドレス 
携帯電話のメールアドレスは使
用しない。 

代表者の氏名 
学校にあっては設置者、病院
にあっては開設者、法人その他
の者にあってはその代表者の
氏名を記載する。 



指定あるいは区分変更承認を受けた当該年度内に、

特定行為研修を開始していない場合は、当該区分の

記載は必要ない。 
 

９．特定行為区分ごとの特定行為研修の実施状況 

特定行為区分の名称 特定行為研修の実施期間 
受講

者数 

修了

者数 

 

前 

年度    

年  月  日～    年  月  日    
年  月  日～    年  月  日   

当該

年度 

年  月  日～    年  月  日   

年  月  日～    年  月  日   

 

前 

年度    

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

当該

年度 

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

 

前 

年度    

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

当該

年度 

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

 
前 

年度    

令和 2年 4月 1日～令和 2年 9 月 30日 10 10 
年  月  日～    年  月  日   

当該

年度 

令和 3年 4月 1日～令和 3年 9 月 30日   
年  月  日～    年  月  日   

 前 

年度    

令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日 10 10 

令和 2年 10月 1 日～令和 3年 9月 30 日 5 0 

当該

年度 

令和 2年 10月 1 日～令和 3年 9月 30 日   

令和 3年 10月 1 日～令和 4年 9月 30 日   

領
域
別
パ
ッ
ケ
ー
ジ
研
修 

在宅・慢性期領域 

前 

年度    

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

当該

年度 

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

外科術後病棟管理領域 

前 

年度    

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

当該

年度 

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

術中麻酔管理領域 

前 

年度    

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

当該

年度 

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

救急領域 

前 

年度 

年  月  日～    年  月  日 
  

年  月  日～    年  月  日 

当該

年度 

年  月  日～    年  月  日   

年  月  日～    年  月  日   

外科系基本領域 

前 

年度    

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

当該

年度 

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

集中治療領域 

前 

年度    

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

当該

年度 

年  月  日～    年  月  日   
年  月  日～    年  月  日   

受講者数及び修了者数 

同一年度に同一の特定行為

研修を複数回実施している場

合は、特定行為研修を実施し

た期間ごとに受講者数及び修

了者数を記入する。 

 ｢前年度｣とは年次報告書を提出する年度の前年のこと。 

 ｢当該年度｣とは年次報告書を提出する年度のこと。 

例 1） 研修実施期間が年度内に完結する場合 

例２） 研修実施期間が年度をまたぐ場合 

（予定していた研修期間から延長し、 

年度をまたぐことになった場合も含む） 

令和３年６月 30日に年次報告の提出を想定した場合 

年度内に修了者がいない場合は

「0」と記入する。 

例：令和２年４月１日～ 

令和３年３月３１日 

に修了した看護師数 

 

研修期間が複数年度にまたが

る場合についても、前年度内に

実施する期間だけでなく、研修

開始から終了まで全実施期間

を記入する。 



備考 

１ 「本報告に関する問合せ窓口」は、様式４に関する問合せに対して回答できる作成責任者を記入すること。 

２ 「本報告に関する問合せ窓口」のメールアドレスについては、携帯電話のメールアドレスは使用しないこと。 

３ 「６．代表者の氏名」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を記入

すること。 

４ 「７．講義、演習又は実習を行う施設及び設備の状況」は、特定行為研修を行った全ての特定行為区分ごとに、講義、演習又は

実習を行う全ての施設及び設備について別紙１－１、別紙１－２に記入すること。 

５ 「９．特定行為区分ごとの特定行為研修の実施状況」は、特定行為研修を実施している特定行為区分の欄に、特定行為研修の実

施期間、受講者数、修了者数を記入すること。なお、同一年度に同一の特定行為研修を複数回実施している場合は、特定行為研修

を実施した期間ごとに受講者数及び修了者数を記入すること。複数年度にわたって特定行為研修を実施している場合は、それぞれ

の特定行為研修を実施した期間ごとに受講者数及び修了者数を記入すること。特定行為研修を実施しているが受講者または修了者

がいない場合は「０」と記入すること。 

６ 領域別パッケージ研修を行った場合は、領域別パッケージ研修ごとに研修の実施状況を記入すること。 

７ 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。 



様式４別紙１－１（No. １ ）  

令和      年     月     日 

指定研修機関番号        指定研修機関名                    

講義、演習又は実習を行った施設及び設備の状況 

 

③ 

研
修
を
行
っ
た
特
定
行
為
区
分
数 

④ 

共
通
科
目
の
受
講
者
数 

⑤特定行為研修を受講した看護師数 

呼
吸
器
（
気
道
確
保
に
係
る
も
の
）
関
連 

呼
吸
器
（ 

人
工
呼
吸
療
法
に
係
る
も
の
）関
連 

呼
吸
器
（ 

長
期
呼
吸
療
法
に
係
る
も
の
）関
連 

循
環
器
関
連 

心
囊
ド
レ
ー
ン
管
理
関
連 

胸
腔
ド
レ
ー
ン
管
理
関
連 

腹
腔
ド
レ
ー
ン
管
理
関
連 

ろ
う
孔
管
理
関
連 

栄
養
に
係
る
カ
テ
ー
テ
ル
管
理
（ 

中
心
静
脈
カ
テ

ー
テ
ル
管
理
）関
連 

栄
養
に
係
る
カ
テ
ー
テ
ル
管
理
（ 

末
梢
留
置
型
中

心
静
脈
注
射
用
カ
テ
ー
テ
ル
管
理
）関
連 

創
傷
管
理
関
連 

創
部
ド
レ
ー
ン
管
理
関
連 

動
脈
血
液
ガ
ス
分
析
関
連 

透
析
管
理
関
連 

栄
養
及
び
水
分
管
理
に
係
る
薬
剤
投
与
関
連 

感
染
に
係
る
薬
剤
投
与
関
連 

血
糖
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
係
る
薬
剤
投
与
関
連 

術
後
疼
痛
管
理
関
連 

循
環
動
態
に
係
る
薬
剤
投
与
関
連 

精
神
及
び
神
経
症
状
に
係
る
薬
剤
投
与
関
連 

皮
膚
損
傷
に
係
る
薬
剤
投
与
関
連 

①指定研修機関名 
 ５  ８    ７  ５          ８      ５        ４            

●●大学病院 

②講義、演習又は実習を行った施設名                                              

1 ●●大学病院  ４ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ７ ３     ５   ３    ０       

2  ▲▲病院  ４   ２     ３   ２    ３       

3  ■■病院  １        ０       １       

4                          

5                          

6                          

7                          

8                          

9                          

10                          

11                          

12                          

13                          

14                          

15                          

複数頁にわたる場合は「（No. ）」に通し番号

を記入する。 

受講者数 

年間を通しての受講者数を記入する。また、

複数回開催している場合は合計人数を記入

する。 

⑤は、研修を予定していた区分で受講者数

が 0 人だった場合、無記入ではなくｾﾞﾛを記

入する。 

患者に対する実習を行う施

設については、施設ごとに、

③、⑤を記入する。患者に

対する実習を行わない施設

については、②のみの記入

でよい。 

受講者のいない施設の記載は不要 

記入欄が足りない場合は、行を追加し記入する。 

③は、0人だった区分は含まずに、実際に研

修を行った区分数のみ記入する。 



備考 

１ 本様式については、指定研修機関及び講義、演習又は実習を行った施設ごとに、特定行為研修を行った特定行為区分ごとに項目を記入し、１部作成すること。 

２ 指定研修機関は、①に指定研修機関名を記入し、指定研修機関において③研修を行った特定行為区分数、④共通科目の受講者数、⑤特定行為研修を受講した看護師数を記入すること。年度内に同一の特定行為研修を複数回実施

した場合は、年間の受講者数の延べ人数を記入すること。 

３ 「②講義、演習又は実習を行った施設名」については、講義、演習又は実習を行った全ての施設（指定研修機関を含む）について記入すること。 

４ 患者に対する実習を行った施設は、③研修を行った特定行為区分数、⑤特定行為研修を受講した看護師数を記入すること。患者に対する実習を行っていない施設については、②講義、演習又は実習を行った施設名のみの記入でよ

いこと。 

５ 記入欄が足りない場合は、行を追加して記入すること。なお複数頁にわたる場合は「（No. ）」に通し番号を記入すること。 

    



様式４別紙１－２ 

令和   年   月   日 

指定研修機関番号                 

指定研修機関名                  

 

講義、演習又は実習を行う施設及び設備の状況 

１．施設の名称 
フリガナ  

 

２．所在地 

郵便番号  －  都道府県  
フリガナ  

 

３．電話  －  －  ４．FAX  －  －  

５．施設の代表

者の氏名 

フリガナ  

 

６．特定行為研修

の実施責任者の氏

名等（協力施設の場

合のみ記入）  

フリガナ  
 職  種  

役  職  

７．当該施設で行う全ての特定行為研修 
 

共通科目及び区分別科目の名称（独自の科目名がある場合は括弧書きで併記） 研修方法 受講者数 

臨床病態生理学 講義 ５  

ろう孔管理関連 講義、実習 ５ 

   

 
  

   

   

   

  
 

   

８．実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の総数 
 特定行為名 症例数の総数 

胃ろうカテーテル若しくは腸ろうカテーテル又は胃ろうボタンの交換 ５０ 

  

  

  

  

  

  

  

９．症例数が不足した場合の対応の実施状況 

 

10．通信により研修を行う場合の環境の整備状況 

 具体的な実施方法 

  

通信の方法 放送授業 

   

主に学習する場所 指定研修機関内及び受講者の自宅 

  

同時双方向性の確保 
 

前年度における当該施設の症例

数の実績（概数）を記入する。 

 

 

講義、演習又は実習の別を記入する。 

研修を受ける看護師の受講

者数を記入する。 

年度内に同一の特定行為研

修を複数回実施する場合は、

1回の受講者数を記入する。 

 

 

 

協力施設の場合のみ記入する。 

学校に当たっては設置者、
病院にあっては開設者、法
人にその他にあってはその代
表者の氏名を記入する。 

特定行為研修を行う施設のう
ち、変更が生じた施設又は追加
した施設について記入する。 

 

記入欄が足りない場合は、
行を追加し記入する。 

 

共通科目および区分別科目の
名称を記載する。 

メディアによる授業であって、
かつ同時双方向かつ教室等
以外の場所でそれらを受講さ
せる場合に、メディア利用す
る技術によって一体的に扱う
ことのできる情報の種類及び
同時双方向性の程度を具体
的に記入する。（毎回の授業
の実施にあたっての指導方
法、指導者と受講者の意見
の場の概要などをわかりやす
く記入する）。 

症例数が不足した場合に対
応した状況を記入する。 

印刷教材、放送授業、メディアの別を記入する。 

自宅、指定研修機関内、協力施設内

の別を記入する。 

 



  

通信環境トラブル対処 接続トラブルが発生し受講不可となった場合、○○○○○で速やかに復旧手続きを行う 等 

  

学修の進捗管理 
テスト実施後、○○○○を行う。 

○○により、進捗状況を確認する。 等 
  

添削指導 
 

  

設問解答 

 

  

質疑応答 
 

  

意見交換 
 

  

試験等評価の実施 
 

11．指定研修機関と協力施設との連携体制（協力施設の場合に記入） 
 

１）指導方針の共有方法 

 

指導方針の共有に関する以下の事項について記載する。 
 
・特定行為区分名（特定行為区分ごとに内容が異なる場合） 
・共有の時期 
・共有の手法 
・共有する内容 等 

 

２）関係者による定期的

な会議の開催 

開催頻度  回／年  

目的： 

検討事項の概要 

３）その他特定行為研修

についての連携 

 

  

試験等科目の履修の成果を評価する方法の概要を記入する。 

受講生等の意見交換の場の確保の方法や工夫について記入する。 

方法や工夫について記入する。 

 

２以上の特定行為区分に係

る特定行為研修を行う場合

であって、特定行為区分ごと

に「指導方針の共有方法」

「関係者による定期的な会

議の開催」「その他特定行

為研修についての連携」の

内容が異なる場合は、特定

行為区分ごとに区別して記

入する。 

 

通信環境トラブルへの

対処方法を記入する。 

出席の確認や学習時間の確
保の方法、受講者に学習を促
す方法等の概要を記入する。 



備考 

１ 本様式は、講義、演習又は実習を行った全ての施設について記入し、施設ごとに１部作成すること。 

２ 「５．施設の代表者の氏名」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を記入

すること。 

３ 「６．特定行為研修の実施責任者の氏名等」は、協力施設の場合のみ記入すること。 

４ 「７．当該施設で行う全ての特定行為研修」については、共通科目及び区分別科目の名称、それぞれの研修方法及び研修を受けた看護

師の数を記入すること。「研修方法」は、講義、演習又は実習の別を記入すること。 

５ 「８．実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の総数」については、実習を行った施設のみ記入すること。 

６ 「８．実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の総数」の「症例数の総数」は、報告の対象となる年度に

おける当該施設において受講者が経験した特定行為の症例数の総数を記入すること。 

７ 「９．症例数が不足した場合の対応状況」は症例数が不足した場合に対応した状況を記入すること。 

８ 「10．通信により研修を行う場合の環境の整備状況」は、通信による方法で特定行為研修を行った場合のみ記入すること。 

また、「具体的な実施方法」は、以下の点について記入すること。 

・「通信の方法」は、印刷教材、放送授業、メディアの別を記入すること。 

・「主に学習する場所」は自宅、指定研修機関内、協力施設内の別を記入すること。 

・「同時双方向性の確保」は、メディアによる授業であって、かつ同時双方向かつ教室等以外の場所でそれらを受講させる場合に、メデ

ィア利用する技術によって一体的に扱うことのできる情報の種類及び同時双方向性の程度を具体的に記入すること。 

・「学修の進捗管理」は、出席の確認や学修時間の確保の方法、受講者に勉学を促す方法等の概要を記入すること。 

・「添削指導」「設問解答」「質疑応答」については、その方法や工夫について記入すること。 

・「意見交換」については、受講生等の意見交換の場の確保の方法や工夫について記入すること。 

・「試験等評価の実施」は、試験等科目の履修の成果を評価する方法の概要を記入すること。 

９ 「11. 指定研修機関と協力施設の連携体制」については、協力施設の場合に記入すること。２以上の特定行為区分に係る特定行為研修

を行う場合であって、特定行為区分ごとに「指導方針の共有方法」「関係者による定期的な会議の開催」「その他特定行為研修についての

連携」の内容が異なる場合は、特定行為区分ごとに区別して記入すること。 

10 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。 

 

 


